北朝鮮：今こそ北朝鮮指導者達の刑事的責任を追求しなければならない。

東京（２０１６年１月２２日）日本を再び訪れることができ大変嬉しく思います。朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）の人権状況に関する国連特別報告者としての訪問は、今回が最後となります。過去６年間にわたり継続的なご支援及びご協力を頂いたことに関して、日本政府にお礼を申し上げたいと思います。

今回の訪問は北朝鮮による核実験直後のタイミングとなりました。真に遺憾ながら、国際社会に対する暴力とみなされる行為は、必然的に北朝鮮の人権状況に負の影響を及ぼします。北朝鮮の人権状況を改善しようと国際社会が続けている努力が、そのような行為の陰に隠れてしまうからです。そのため今のような状況でこそ、北朝鮮への責任追及の圧力を強める一方、北朝鮮と人権に関する話し合いを持つ一層の努力もなされなければなりません。

この５日間、私は拉致被害者のご家族とお会いし、市民団体代表者の方々と有意義な意見交換をすることが出来ました。また、外務大臣、拉致問題担当大臣や外務省、内閣拉致問題対策本部、内閣情報局の高官及び国会議員の方々とお会いしました。さらに、法務省、最高裁及び警察庁の方々とお会いする機会も頂きました。

[bookmark: _GoBack]私は今年の７月に特別報告者としての任期を終えます。この６年間、北朝鮮の人権状況の国際的な重要度はさらに確固たるものとなりました。２０１５年１２月１０日には国連安全保障理事会が北朝鮮の人権状況に関して、２度目の話し合いをしました。さらに１２月１７日は国連総会において、北朝鮮の人権状況を強く非難する決議案が国連加盟国１９３カ国のうち119カ国の支持を受けて可決されました。これは多方面の方々の努力の賜物です。

北朝鮮の人権状況を改善する努力を続けなければなりません。北朝鮮に人権改善をうながす政治的圧力も継続すべきですが、今こそ北朝鮮指導者達の刑事的責任も追求されなければなりません。国連調査委員会の報告書が発行されて２年近く経ちますが、北朝鮮国内の実情はほとんど変わっていません。

このため、今回の訪問では司法に関わる機関と、国内及び国際的な執行責任に関する問題について意見を交わしました。法務省、最高裁及び警察庁とは大変有意義な意見交換を行うことができました。これらの意見交換は探索的な性質のものでした。しかしながら、法的な枠組みを理解し、北朝鮮における深刻な人権侵害の執行責任を求める次のステップを模索する機会となりました。

拉致被害者のご家族及び拉致問題担当大臣との意見交換の中では、日本人の拉致をめぐる経緯も振り返りました。

これに関して、私は当時北朝鮮最高指導者であった金正日氏が、日本人の拉致に北朝鮮が関わっていたことを認めたという歴史的事実を強調しておきたいと思います。一度認めているからには、具体的かつ総括的にこの問題が解決されない限り、北朝鮮が依然として拉致に関与し、加担しているのではないかという疑念が湧くのも当然です。それゆえに私達がとるべき道は明確であり、私達は日本人だけでなく、他国からの拉致被害者に関しても、最終的な解決を求めるという、正当な目標のために行動しています。

根本的に、強制失踪の一形態である拉致は継続する犯罪であり、被害者の家族が最愛の人たちの所在を知らされるか、可能な場合は生存者が家族のもとへ戻されるまで、犯罪は終結しません。

拉致問題の解決は緊急を要します。被害者のご家族はすでにご高齢です。この問題の解決に向け取り組むことを二国間で合意してから二年近く経とうとしているのに、何らの進展もないことがとても残念です。DPRK政府には合意に対する公約を果たし、日本と北朝鮮の間に信頼を取り戻す努力を再開するよう強く求めます。

拉致は日本だけでなく、国際社会へも影響を及ぼす問題です。拉致問題の解決は信頼構築及び国際親善に向けた一歩となるでしょう。ここで行動を起こせずにいると、今後の取組にしかるべき信頼感を持って臨もうとする善意が削がれることになってしまいます。

信頼の問題は、国連憲章を遵守するという全ての国連加盟国に課された義務の核心に関わるものです。他の加盟国と同じように、DPRKは国連憲章及び国際人権法を守り、尊重する義務があります。

特別報告者として最後の訪問にあたり、日本の皆様、市民社会及び日本国政府に対し、過去６年間における多大かつたゆまぬご支援を頂いたことにお礼を申し上げます。

終わり
 
 
 
